大阪産業経済リサーチセンター，2024年12月


	経済情勢トピックス《有効求人倍率の低下》


	有効求人倍率は、有効求人数の減少により2023年後半から低下傾向にある。その背景には、ハローワーク以外への求人のシフト、労働から設備への代替のほか、採用するための資金的ゆとりの欠如といった要因があるとみられる。


1. 失業率が横ばいの下で有効求人倍率は低下
景気をみる雇用関連指標では、完全失業率と有効求人倍率が代表的である。景気後退期には、失業率は上がり、有効求人倍率が下がる一方、景気回復期には、失業率は下がり、有効求人倍率が上がる。失業率には遅効性があるものの、失業率と有効求人倍率は概ね逆の動きとなる。

しかし、2023年後半以降は、失業率が上がっていないのに、有効求人倍率が低下している（図１）。

図１　完全失業率と有効求人倍率
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（出所）総務省「労働力調査」、厚生労働省「一般職業紹介状況」
（注）完全失業率は、7か月後方移動平均。シャドーは、大阪府における景気後退期。
有効求人倍率は、有効求人数を有効求職者数で割った値であり、景気回復期には求人が増え、景気後退期には求職が増えるという関係にある。

有効求人数は、2023年前半まで緩やかに増加したが、その後は低下傾向にある（図２）。一方、求職者数は2023年以降横ばいで推移している。つまり、有効求人倍率の低下は、求人数の減少によるものである。何故、有効求人数は減少しているのか。
２.ハローワーク経由での求人の減少
　古屋（2024）は、企業の景況感と比較して求人が出にくくなっていると述べ、「民間サービスでの求人に切り替えている可能性」を指摘している。その背景として、「ハローワークにおいては、企業から受領した求人に対して求職者を斡旋することが難しくなっている状況が顕在化している」としている
。それに関して、斎藤（2024）も「ハローワークの求人が実際の採用につながりにくくなっていることが、他の採用方法にシフトする一因になっている可能性がある」としている
。
図２　求人数と求職者数（大阪府）
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（出所）厚生労働省「一般職業紹介状況」

（注）季節調整値。

雇用動向調査により入職経路をみると、大阪府でも職業安定所（ハローワーク）経由の就職は、2013年には19.9％であったが、2023年には9.8％へと半減する一方、同期間に民間職業紹介所経由は3.5％から10.1％へと、逆転している（図３）。求人が、ハローワーク以外にシフトすると、有効求人倍率は低下する。
図３　入職経路（大阪府）
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（出所）厚生労働省「雇用動向調査」
３．労働から機械への代替
求人が減少するもう一つの理由は、雇用ではなく設備投資で対応する企業が増えているということが考えられる。
日本政策投資銀行の大企業に対する調査では、「合理化・省力化」を動機とした設備投資割合が2023年度実績の4.7％から2024年度計画では5.3％へと高まっており、「人材獲得の代替策として、デジタル活用や自動化投資に前向きな姿勢が継続」と評価している
。
個別企業についても、建設業では「人手不足対応として、設計図等のクラウドでの一元管理や、工事作業車の管理ツール等といった AI・IOT の活用、施工の機械化などの省力化投資を進めている」
。また、府内中小製造業での聞き取り調査でも、これまで人手で研磨していた工程の機械化や検査工程への装置導入という事例がみられる。
４．採用の資金的ゆとりのなさ
もう一つの可能性としては、人を雇う資金的余裕がないということである。近年、原材料価格の上昇・高止まりの一方で、製品やサービスの価格はそれに見合って上昇していない。このため、コロナ禍後に改善してきた収益が足踏みの状況にある。
その一方で、最低賃金の上昇や大企業での賃上げにより、中小企業も賃上げを迫られている。こうしたことから、新たな採用を躊躇したり、欠員が出ても補充しなかったりすることもある。
ある府内中小企業では、退職者が出たので、人を雇いたいが、今いる従業員をつなぎとめるために賃上げが必要で、退職者で浮いた資金を、現在いる従業員の賃上げの原資にしたと言う。粗利が増加しない、また将来の増加に確信が持てない企業では、雇いたくても求人が出せないということである。

大阪府景気観測調査による雇用不足感ＤＩでは、雇用不足感は2022年以降も高まっているが、その一方で、雇用を増やすという割合から減らすという割合を引いた雇用予定人員ＤＩは頭打ちである（図４）。雇用は不足しているが、採用は、増やさない・増やせないという状況が示唆される。

図４　雇用不足感と雇用予定人員
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（出所）大阪産業経済リサーチセンター「大阪府景気観測調査」
（注）雇用不足感DIは、「不足」－「過剰」企業割合

　　　雇用予定人員DIは、「増加」－「減少」企業割合

５．おわりに

　有効求人倍率は、長期の連続的なデータを活用できることから、現在も完全失業率とともに景気動向を把握するための重要な指標である。ただし、30年間あまり上昇しなかった賃金が、近年、上昇が進むとともに、求人・求職における民間チャネルの活用が活発になるなどの構造的な変化が生じている。こうしたことから、有効求人倍率の低下が、ただちに景気悪化を示唆するものではないことに留意し、他の指標にも目配りしつつ景気を把握をすることが必要である。
（町田　光弘）
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